




















1990 年代半ばまで WTO による多角的自由貿易体制を重視し、FTA による二国間・地域
自由貿易には積極的ではなかった。しかしながら、1997 年末のウォン通貨危機を受けて、
1998 年 11 月には新しい FTA 政策の基本方針が対外経済政策調整委員会で決定された。
１　自由貿易協定（Free Trade Agreement：FTA）は、国や地域同士で「輸出入にかかる関税」
や「サービス業を行う際の規制」をなくすための国際的な協定。日本では「経済連携協定」（EPA：
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WTO による多角的貿易体制を重視しつつ FTA をも推進するという、重層的な通商政策
が打ち出されたのである。このような通商政策の転換は「費用最小化戦略から利益極大化
戦略への転換」と指摘されている（金ゼンマ 2011）。そして、韓国は 2003 年8月に定め
た「FTA ロードマップ（2004 年５月拡充）」に基づき、同時多発的な FTA 推進を掲げ、
アジア（ASEAN、中国、インド、日本２と交渉中）、EU（2011 年7月暫定発効）、アメ
リカ（2012 年３月発効）等の国々との締結を目指し、従来の「FTA 遅刻生３」からの脱
却を図っている。韓国の緻密な FTA 戦略の一方、日本は FTA への取り組み遅延により、
貿易転換効果のマイナス効果や諸外国からの日本への FTA オファーのインセンティブ低
下といった、国際通商戦略の遅れが指摘されている（深川 2005）（奥田 2011）。
　日本の FTA への対応は遅れている。日本は ASEAN 諸国を中心に 13 カ国・地域との
EPA を発効しているが、日本は 2012 年7月時点で貿易額に占める FTA のカバー割合は
18.7%（外務省 2012）しかない。一方、韓国は、アメリカと EU との間でそれぞれ FTA
を発効させ、中国との交渉に入っている。現在、韓国は FTA が発効した国だけで貿易総












出品目において日本と競合している。３点目は、同じタイミングで WTO から FTA に通




日本及び韓国において様々な統計や文献の調査を行った。また、2008 年9月及び 2011 年
２　日本は 2004 年 11 月以降韓国との交渉を中断しており、2012 年7月現在では交渉再開に向けた
調整が行われている。





会議員 13 名、政府関係者 10 名へのインタビュー調査４を行った。
２．先行研究
　韓国の FTA 政策の決定システムに関する研究としては、図１のように韓国の FTA 政
策決定システムの分析に基づき、盧武鉉政府が打ち出した「北東アジア時代構想」が韓国
の FTA 推進に与えた影響を分析した研究がある（金ゼンマ 2011）。
　同様に FTA をめぐる政治グループの形成、大統領のリーダーシップと政治力学等から
韓国の FTA を分析している（Koo 2006, 2009）。そして、金大中、盧武鉉及び李明博といっ
た大統領毎の FTA 政策の変遷を整理し研究している（磯崎 2009）。また、日韓 FTA の
政治的側面に焦点を当てた研究として、韓国国内の FTA に関する政治動向の分析（金都
亨 2005）、日韓 FTA 交渉における国内アクターの政策過程分析があり（金庚美 2007）、
日韓の FTA 政策における対応の違いを、政治制度の差から説明を試みている。また、韓
国政府が短期間で多数の FTA を締結することが可能となったのは政策決定過程において 
FTA 推進を専門とする新たな機構を発足させ、政府主導で積極的に FTA 推進政策を実
４　インタビュー調査は、韓国国会議員は6名がハンナラ党、１名が民主党。政府関係者は３名が
外交通商部、３名が知識経済部。日本の国会議員 13 名の内訳は、民主党 10 名及び自由民主党３名、
参議院議員8名（元参議院議員１名を含む）及び衆議院議員５名。
図１　韓国における FTA 政策の決定システム
出典：金ゼンマ（2011）「韓国の FTA 政策決定過程」『アジア太平洋討究』No. 17（October 2011）、67 ページ




　韓国の FTA 戦略については、韓国の FTA 政策が多国籍企業のグローバル戦略、特に
グローバル・サプライチェーン展開や輸出戦略に与える影響について考察している（朴 
他 2011）。また、韓国の FTA 政策が 2003 年の FTA ロードマップの策定をきっかけに大
きく転換したことを指摘している研究も数多くある（高 2004）（陳 2005）（金栄緑 2005）。
韓国の同時多発的な FTA 政策の展望の分析もある（趙 2004）。そして、韓国 FTA 政策
の概括及び経済効果に関する分析を行い、韓国との比較の上で、日本が全体的な戦略の構










　なお、日韓 FTA に関する研究は数多くある。例えば、日韓 FTA の意義と課題に関す
る分析につていは（井川 2004）、（小川 2004）、（崔 2006）、（鄭・趙 2007）などがある。また、
各産業部門別の経済効果分析（中島　2002）、自動車産業などの影響分析（金奉吉 2005）、（金




ての分析が中心であり、本研究にある FTA の政策決定システムの日韓比較や FTA 交
渉速度を日韓で比較分析したものはない。なお、日本および韓国以外の国に対しても、












and Dunleavy 1995）を用い、日本及び韓国の FTA 政策に関する政策決定システムの比
較を試みる。「コア・エクゼクティブ」とは、協働して中央政府の政策を統合し、あるいは、
政府機関同士の対立を最終仲裁者としてまとめる役目を主として果たす機関や構造を指す













号。D. Kavanagh（2004）, “The Cabinet and Prime Minister” B. Jones et al, Politics UK, 5thed., Harlow: 
Pearson Longman, 2004, p. 465. に基づき渡邉樹作成。
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る仕組みを 2004 年以降、急速に整備した。まず、2003 年9月に策定した「FTA ロードマッ
プ」により、中長期的な FTA 政策の目標と道筋を示し、大統領訓令として 2004 年6月
に「自由貿易協定手続き規定」を定め、FTA に関する政策意思決定の手続きを明確化し









② 交渉手続きのルール化：韓国においては、大統領訓令として 2004 年6月に「自由貿易
協定手続き規定」を定め、FTA に関する政策意思決定の手続きを明確化した。一方、




























程度（日本は 135 日、韓国は 233 日）であること及び「批准〜発効」にかけての期間は韓
6　交渉過程の定義に関しては、交渉開始、交渉開始後、大筋合意、署名、発効という分類し解説を行っ
たものとして、渡邉頼純監修『解説 FTA・EPA 交渉』日本経済評論社が挙げられる。
7　検討期間は、官民が参加する FTA 共同研究の期間としている。例えば、日本チリ EPA におい
ては 2004 年 11 月 22 日に小泉総理とラゴス大統領は、両国間の EPA 締結の可能性を検討するため
の産学官による「共同研究会」を立ち上げることで意見が一致し、2005 年 1 月31日に共同研究が始まっ
た。この共同研究の開始を検討開始とし、2006年2月23日の政府間交渉開始を検討の終了としている。
8　交渉開始日とは、政府間検討段階後に開始される実際の交渉協議開始日を指す。
表２　平均交渉期間の日韓比較（2011 年 12 月時点）
（a）交渉中・発効した FTA の平均交渉期間
検討段階 交渉〜合意 合意〜署名 署名〜批准 批准〜発効 全体
日本 418 526 249 135 165 1,518
韓国 373 734 189 233 59 1,543 
（b）日韓に共通する相手国（チリ、シンガポール、ASEAN、インド）との FTA の平均交渉期間
検討段階 交渉〜合意 合意〜署名 署名〜批准 批准〜発効 全体
日本 450 663 172 80 140 1,499




国が日本の１／３程度（日本は 165 日、韓国は 59 日）であることが判明した。なお、日
本及び韓国の両国とも FTA が発効している相手国だけで比較しても同様な傾向となって
いる。
















る議論は起こりにくい（金ゼンマ 2011）（奥田 2011）。しかし、強引に FTA 交渉を進め
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シンガポール 2002/11/30 377 256 94 116 207 1,046
メキシコ 2005/04/01 676 484 190 55 143 1,544
マレーシア 2006/07/13 251 499 203 135 79 1,163
フィリピン 2008/12/11 476 299 649 90 737 2,247
タイ 2007/11/01 516 564 580 72 142 1,870
チリ 2007/09/03 389 212 187 79 83 946
インドネシア 2008/07/01 677 502 256 281 47 1,759
ブルネイ 2008/07/31 126 179 177 308 106 892
ASEAN 全体 2008/12/01 469 865 234 39 194 1,797
韓国 2004/11/03 交渉中断 531
GCC 2006/09/21 交渉開始 125
ベトナム 2009/10/01 350 623 88 182 100 1,339
インド 2011/08/01 563 1,318 171 84 74 2,206
豪州 2007/04/23 交渉開始 527
スイス 2009/09/01 565 501 144 126 70 1,402
ペルー 2009/03/23 64 539 260 193
平均 418 526 249 135 165 1,518













チリ 2004/04/01 405 1,046 115 367 46 1,975
シンガポール 2006/03/02 330 308 249 120 92 1,095
EFTA 2006/09/01 161 176 157 198 64 752
ASEAN 2007/06/01 353 430 19 322 61 1,181
カナダ 2005/07/28 交渉開始 185 　 　 　 　 　
インド 2010/01/01 421 918 317 92 57 1,801





495 548 129 　 　 　
メキシコ
（FTA）
2007/12/05 交渉開始 158 　 　 　 　 　
EU 2011/07/01 293 799 451 211 59 1,809
アメリカ 2012/03/15 124 1,643 71 323 32 2,189
GCC 2007/11 交渉開始 252 　 　 　 　 　
ニュージーランド 2007/02 交渉開始 859 　 　 　 　 　
オーストラリア 2007/05 交渉開始 750 　 　 　 　 　
コロンビア 2009/03/02 交渉開始 281 　 　 　 　 　








（1998-2003 年）と盧武鉉大統領（2003-2008 年）が韓国の FTA 政策を推進したと指摘さ
れる（Koo 2006、2009）。金大中大統領は、経済面では市場原理主義を重視する政策を採
択した。金は韓国をアジアの貿易・物流のハブ、国際ビジネスセンターにする構想を抱い










ている（植田 2008）。実際に、2011 年 12 月にインタビューを行ったハンナラ党議員３人
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なっている。このように大統領を中心とする FTA 政策の決定システムがあり、国内の利
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商条約の締結手続及び履行に関する法律案」が審議されていた。そして、本法案は 2011

















　韓チリ FTA においては署名から批准までに１年を要した。これはチリとの FTA によ
り大きな影響を受ける農家の激しい反発にあったためである（金ゼンマ 2011）。このため、







































































　一方、日本においては、FTA 交渉のマクロスケジュールは 2004 年 12 月に制定された「今
後の経済連携協定の推進についての基本方針」に記述されている。また、具体的な FTA
交渉相手国については 2008 年6月に閣議決定された「経済財政改革の基本方針 2008」に




















　また、2009 年9月 18 日に国家戦略室が内閣総理大臣決定 14 に基づき設置された。国家
戦略室の機能は「企画及び立案並びに総合調整」とされているが、政府関係者や民主党関
係者のインタビュー調査ではその機能はまだ十分には達成されていないと指摘されてい




新設した。外務省における FTA 交渉担当部署は、FTA 政策立案などを行う経済連携課（職
員約 50 名、2012 年7月時点のインタビュー調査に基づく）と交渉相手国との窓口である
地域別担当課となる。また、経済産業省は、経済連携課（46 名：2011 年末時点、併任を





出典：日本政府関係者へのインタビュー等に基づき作成（2011 年 12 月時点）。











　図6に、韓国政府の FTA 関連組織を示す。FTA 交渉手続き規定に基づき設置された
通商交渉本部長の下に３名の FTA 交渉代表がいる。これらを支えるのが、FTA 政策局




index.jsp?menu=m_70_40_10 により 2012 年6月 19 日に確認。
図６　韓国政府の FTA 関連組織





名）、通商法務課（11 名）がある。一方、FTA 交渉局は、FTA 交渉戦略を担当している。
局内には、自由貿易協定商品課（11 名）、自由貿易協定サービス投資家（12 名）、自由貿




　また、外交通商部以外の省庁も FTA 推進委員会を通じて FTA 政策に関与している。
FTA 推進委員会に関する部署として、企画財政部に対外経済政策調整のため対外経済局、
農林水産食品部に国際協力局、知識経済部に貿易投資室がある。






　FTA 担当部署の人員規模 18 に関しては、日本の外務省は 50 名程度で経済産業省に 50



















の発言があった。また、FTA 政策局が数億円の予算で仁荷大学に FTA 研究所を設置し、
FTA の交渉戦略や相手国毎の FTA の影響などの分析を行っている。FTA 研究所の研究
者は FTA 政策局の職員を兼任し、研究の成果を政府内で直接に政策に反映している 19。韓
国では FTA の効果の分析結果が政策決定に影響を与えている。例えば、2009 年7月に企
画財政部がとりまとめた「FTA 推進現況及び期待効果」が具体的な経済的利益を分析し




水産省の農林水産政策研究所など省庁毎に管理が分かれている。例えば、2010 年 10 月に
各省庁が TPP を締結した場合の影響試算を相次いで提示した 20。農林水産省は、TPP で日
本が農産物の関税を全面的に撤廃した場合、農業生産額が年間４兆 1,000 億円減少、加え
て農業や関連産業の衰退によって GDP が約8兆円減ると公表した。一方、経済産業省は、
TPP を締結した場合、輸出額が約8兆円増加、TPP に参加しなかった場合、GDP は最大
10.5 兆円減り、関連産業も含め「国内の雇用は 81.2 万人減る」とした。また、内閣府は、
TPP への参加で輸出が増え 2009 年に 525 兆円だった実質 GDP が 2.5 〜 3.4 兆円押し上が
るとの試算を示した。このように各省庁が全く異なる分析結果を公表し、TPP の議論は
大きく混乱した（読売新聞夕刊、2010 年 10 月 27 日）。また、日本政府関係者へのインタ





国であり 21、また、韓国は日本と同様に、WTO 体制より FTA 戦略を積極的に推進してい
るとの観点から日本と韓国の比較分析を行った。
19　2008 年9月、FTA 研究所所長へのインタビュー調査による。
20　内閣官房（2010）『EPA に関する各種試算』2010 年 10 月 27 日。
21　中国に関しては、加盟を視野に入れた OECD 側の調査開始を理事会が事務総長に請求（2007 年
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